
上下水道事業経営審議会

【下水道編】（第３回）

令和7年9月11日

尾張旭市上下水道部経営政策課
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資料２



１ 答申案について
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（1）使用料改定の必要性
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経営の見通し

・使用料収入は、整備区域の拡大によりしばらくの間は増加するが、その後は人

口減少などにより減少する見込み。

・汚水処理などに要する維持管理費用は、経済情勢により増加していく見込み。

・経費回収率は83％で推移し増加は見込めない（使用料収入で賄えていない）。

・令和4年度に純損失を計上して以来、厳しい状況が続き回復は見込めない。

公営企業である下水道事業は、自立性を持って事業を継続していく独立採算制

の原則が適用されるため、使用者の適正な負担により運営をしていくべきであり、

一般会計からの基準外繰入金に頼らない事業運営を目指す必要がある。

早急に使用料改定の実施が必要
改定時期

令和8年４月



（2）適正な下水道使用料等
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ア 使用料算定期間

イ 使用料水準について
現状は基準外繰入金で賄っ
ているが、足りていない

平均改定率

8.4億円 ÷ 32.6億円 ≒ 25.7％

現行の使用料
体系での
収入見込

改定後の
使用料体系での
収入見込

使用料算定期間（令和８～11年度）における費用と収入の見込み

基準内繰入金

令和８年度から令和11年度までの４年間

公費負担分2.5億円

使用料収入

不足分

8.4億円

使用料収入

32.6億円

汚水処理費

(公費負担控除前)

43.5億円

使用料対象経費

41億円



（2）適正な下水道使用料等
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ウ 使用料体系について

①基本使用料

【現状】1,200円 ⇒ 【改定後】1,600円（+400円）

基本使用料＝固定費の30％ ／ 調定件数 ＋ 1件当たり需要家費

＝971,316千円 ／ 716,455件 ＋ 179,421千円 ／ 716,455件

＝1,356円 ＋ 250円

＝1,606円 ⇒ 100円単位で丸め 1,600円 とする

固定費に対する基本使用料
の配賦割合は、現行で20％
程度であるが、今後は人口
減少等による使用水量の減
少が見込まれることを考慮
すると、漸進的に高めてい
く必要があるため、30％以
上とする。

基本使用料

従量使用料

調定件数 716,455件

合計 4,097,511千円 100.0%

項目 使用料対象経費 割合

変動費 680,370千円 16.6%

需要家費 179,421千円 4.4%

固定費 3,237,720千円 79.0%



（2）適正な下水道使用料等
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ウ 使用料体系について

②従量使用料
従量使用料を２つのパターンで検討

パターン１：現行単価をベースとして一律の改定率で設定

全ての使用者に対し、負担の増加を均等に求める考え方

1期（2ヶ月分）、税込

+27%

+26%

+25%

+24%

+24%

+22%

+605円

+440円

②-①

差額 増加率

②/①-1

+33%

+29%

+2,860円

+1,760円

+1,485円

+1,210円

+990円

+770円3,630円

4,840円

6,050円

7,645円

9,240円

15,620円

現行

①

改定後

②

1,760円

2,695円

1,320円

29,260円

12,760円

7,480円

6,160円

4,840円

3,850円

2,860円

2,090円

200㎥ 35,970円 +6,710円 +23%

60㎥

100㎥

40㎥

50㎥

20㎥

30㎥

0㎥

10㎥

水量

各水量の増加率に差が小さく、全ての使用者に対し負担の増加が

均等になる

1期（2ヶ月分）、税抜

②-①

改定率

②/①-1

+33%

+21%

+23%

現行

①

改定後

②

差額

41～100㎥ 120円 145円 +25円

101㎥～ 150円 185円 +35円

水量区分

+21%

21～40㎥ 90円 110円 +20円 +22%

基本使用料 1,200円 1,600円 +400円

従量

使用料

1～20㎥ 70円 85円 +15円



（2）適正な下水道使用料等
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ウ 使用料体系について

②従量使用料
従量使用料を２つのパターンで検討

パターン２：現行単価をベースとして一律の改定額で設定

汚水処理原価と使用料単価の差が大きいゾーンの使用者に対し、
負担の増加を多く求める考え方

水量が少ないほど増加率が大きいので、小口使用者ほど負担の増加

が大きくなる

+27%

+25%

+24%

+21%

+17%

1期（2ヶ月分）、税込

増加率

②/①-1

+33%

+32%

+31%

+29%+1,100円

+1,320円

+1,540円

+1,760円

+2,640円

+4,840円

6,160円

7,700円

9,240円

15,400円

34,100円

差額

②-①

+440円

+660円

+880円

6,160円

7,480円

12,760円

29,260円

改定後

②

1,760円

2,750円

3,740円

4,950円

①

1,320円

2,090円

2,860円

3,850円

4,840円

200㎥

60㎥

100㎥

40㎥

50㎥

20㎥

30㎥

0㎥

10㎥

水量
現行改定率

②/①-1

+33%

+17%

+13%

1期（2ヶ月分）、税抜

現行

①

改定後

②

差額

②-①

+20円

101㎥～ 150円 170円 +20円

+29%

21～40㎥ 90円 110円 +20円 +22%

41～100㎥ 120円 140円

基本使用料 1,200円 1,600円 +400円

従量

使用料

1～20㎥ 70円 90円 +20円

水量区分



（2）適正な下水道使用料等
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ウ 使用料体系について

②従量使用料
従量使用料を２つのパターンで検討

パターン１：現行単価をベースとして一律の改定率で設定

一般家庭への影響を考慮し、負担の増加を全ての使用者に対し
公平に求めることができるパターン１を改定案とする。

各水量の増加率に差が小さく、全ての使用者に対し

負担の増加が均等になる

パターン２：現行単価をベースとして一律の改定額で設定

水量が少ないほど増加率が大きいので、小口使用者

ほど負担の増加が大きくなる



（2）適正な下水道使用料等
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ウ 使用料体系について

③下水道使用料金表

【改定案】

現行

①

600円

70円

90円

120円

150円

改定後

②

800円

85円

110円

145円

185円

差額

②-①

+200円

+15円

+20円

+25円

+35円

基本使用料

従量

使用料

1～10㎥

11～20㎥

21～50㎥

51㎥～

水量区分

1ヶ月分、税抜
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●市街化区域(1,176ha)
R11までに整備完了予定

●市街化調整区域
(179ha、居住面積のみ)
市街化区域整備後に
整備予定

市街化区域
既に住宅地となっている
区域や、優先的に住宅地
として整備する計画のあ
る区域

市街化調整区域
住宅地として整備する計
画になっていない区域

現計画は市街化調整区域まで整備する予定

（3）市街化調整区域の整備
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市街化調整区域の経費回収率

経費回収率100％以上とな
るのは、46地区のうち
５地区（青い区域）のみ

（3）市街化調整区域の整備

市街化調整区域で下水道整備
を進めた際にかかる費用と、
整備後に見込める使用料収入
から、経費回収率を算出して
みると

経費回収率＝使用料収入÷整備費用
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経営的観点からは
市街化調整区域は整備しないことが望ましい

・市街化調整区域を整備すると、借金が増えるとともに、損失が続き更なる

使用料改定が必要。

・下水道使用者の大部分は市街化区域の住民。

・今後は、管渠や浄化センターの老朽化対策が必要。

市街化調整区域を整備する／しない場合の収支比較

項目
資本的収支 収益的収支

収入 支出 収入 支出 純損失

整備
する

企業債が多く必要
※残高が増えてか
ら減る

浄化センターの増
設を含め整備費用
が必要

使用料収入が少し
多くなる

企業債利息、減価
償却費が多くなる

損失が続く

整備
しない

※残高が減り続け
る

施設の更新費用の
み必要

人口減少に伴い減
少していく

企業債利息、減価
償却費が少ない

利益が続く

（3）市街化調整区域の整備


